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平成 19 年 2 月 7 日 

企業会計基準委員会 

 
改正実務対応報告第 2号 

「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務

上の取扱い」の公表 
 
公表にあたって 
 
企業会計基準委員会（以下「当委員会」という。）では、平成 14 年 3 月 29 日に実務対応

報告第 2号「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（以下「実務対

応報告第 2号」という。）を公表しておりますが、その後「国民年金法等の一部を改正する

法律」（平成 16 年法律第 104 号）による制度改正を契機とする退職給付会計に係る論点の

検討の一環として、いわゆる例外処理を採用する場合における複数事業主制度に係る制度

間移行等の会計処理についても、その実務上の取扱いを明らかにするため、同実務対応報

告の改正につき検討を行ってまいりました。 

今般、平成 19 年 2 月 2日の第 122 回企業会計基準委員会において、標記の実務対応報告

（以下「改正実務対応報告」という。）の公表を承認しましたので、本日公表いたします。 

 

改正実務対応報告につきましては、平成 18 年 10 月 27 日に公開草案を公表し、広くコメ

ントの募集を行った後、当委員会に寄せられたコメントを検討し、公開草案の修正を行っ

た上で公表するに至ったものです。 
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改正実務対応報告の概要 

 以下の概要は、改正実務対応報告により改正することとした主な箇所等について要約し

たものです。 

 
 改正の目的 

当委員会では、「国民年金法等の一部を改正する法律」（平成 16 年法律第 104 号）によ

る制度改正を契機とする退職給付会計に係る論点の検討の一環として、複数事業主制度の

企業年金の取扱いについて検討を行ってきた。 

この検討の中、いわゆる例外処理＊を採用する場合における複数事業主制度に係る制度

間移行等の会計処理について、これまでの企業会計基準適用指針第 1号「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（平成 14 年 1 月 31 日公表）や実務対応報告第 2 号において

明示的に取り扱っていなかったことから、実務対応報告第 2号の改正（Ｑの追加）により

その実務上の取扱いを明らかにすることとした。 

＊ 改正実務対応報告では、「退職給付に係る会計基準」における原則的取扱いを「原則法」、同

注解（注 12）に基づく取扱いを「例外処理」としている。 

 
 例外処理を採用していた確定給付年金制度（複数事業主制度）から他の確定給付型の

退職給付制度への移行に際して、移行後の処理に原則法を採用することとなる場合の会計

処理（Ｑ9参照） 

 退職給付制度間の移行時における未積立退職給付債務の額（又は年金資産が退職給

付債務を超える額）は、移行の時点において一時の損益（原則として、特別損益）と

して処理する。 
 追加的な拠出が求められる場合には、要拠出額を上記の損益に含めて処理する。 
 退職給付制度間の移行が翌期以降に見込まれている場合には、損失発生の可能性等

に応じて、損失見積額の費用計上又は財務諸表への注記を行う必要がある。 
 
 例外処理を採用していた確定給付年金制度（複数事業主制度）における解散又は脱退

の場合の会計処理（Ｑ10 参照） 

 原則法を採用していた場合と同様に、退職給付制度の終了の会計処理に準じて処理

する。一般には、追加的な拠出が求められる場合に、要拠出額を費用として処理する

ことになる。 
 翌期以降に解散又は脱退が見込まれている場合には、損失発生の可能性等に応じて、

損失見積額の費用計上又は財務諸表への注記を行う必要がある。 
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 原則法を採用していた確定給付型の退職給付制度から他の確定給付年金制度（複数事

業主制度）への移行に際して、移行後の処理に例外処理を採用することとなる場合の会計

処理（Ｑ11 参照） 

 移行後の確定給付年金制度において、移行前の制度から実質的に引き継がれたと考

えられる未積立額に係る掛金を拠出することとなるような場合には、当該掛金の拠出

に相当すると考えられる範囲で、移行前の制度に係る退職給付引当金残高を移行後の

制度に係る退職給付引当金として引き継ぎ、適切な方法により以後の期間にわたり取

り崩す。 
 移行後の制度に引き継ぐこととならなかった当該移行に係る退職給付引当金残高に

ついては、退職給付制度の終了の会計処理に準じて処理することにより、移行の時点

で取り崩す。 
 

 適用時期 

(1) 平成 19 年 4 月 1日以後開始する事業年度から適用する。 

(2) 平成 19 年 3 月 31 日以前に開始する事業年度であっても、改正日以後終了する事

業年度から適用することができる。このため、改正実務対応報告が対象とする事

象がある場合には、早期適用することが望ましい。 

 

以 上 


